
東関東自動車道のリダンダンシーの確保

25

○令和元年房総半島台風（台風15号）により東関東自動車道が寸断、都心から成田空港へは常磐自動車道方面へ迂回
○北千葉道路等の整備により、首都圏における大規模災害等発生時に東関東自動車道を補完する新たな
輸送ルートを確保することで、災害時における物資の輸送や救急医療活動の支援等が期待

■房総半島台風における東関東道の被害状況（宮野木JCT～千葉北IC）

出典：国土地理院（地理院地図）

出典：ＮＥＸＣＯ東日本(HP)

圏央道
（大栄～横芝）

東京
都心

【現状】
常磐道方面のみ

迂回可能

成田空港通行止通行止

【北千葉道路】
都心と成田空港を

最短で結ぶ幹線道路

【大栄～横芝整備後】
千葉東金道路・
アクアライン経由

による迂回が可能

都心～宮野木JCTが通行止め
の場合、代替路機能は無い

令和8年度開通予定
※大栄JCT～国道296号IC(仮称)間は

1年程度前倒しでの開通を目指す

出典：海上自衛隊下総航空基地(HP)

出典：日本医科大学千葉北総病院(HP)

海上自衛隊下総航空基地

日本医科大学千葉北総病院

■北千葉道路周辺の広域防災拠点・救命救急センター

広域防災拠点
救急救命センター

圏央道
アクアライン

常磐道

圏央道

東関道

千葉東金道路

令和6年9月3日 第1回
首都圏空港道路ネットワーク検討分科会資料再掲



半島部の脆弱性想定される大規模災害

○近年、気候変動の影響により気象災害は激甚化・頻発化
○南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震、首都直下地震などの大規模地震の発生も切迫
○災害時の被害を最小限に食い止め、円滑な避難、救援、復旧活動を支える道路ネットワークの機能確保が重要

26出典：「確率論的地震動調査地図」地震調査研究推進本部

令和元年房総半島台風時の電柱倒壊
（館山市船形）出典：千葉県資料

■今後30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率

令和５年豪雨時の冠水
（千葉市稲毛区） 出典：千葉国道事務所X

平成２３年東日本大震災時の液状化
（浦安市） 出典：千葉県資料

令和６年豪雨時の土砂崩れ
（鴨川市） 出典：千葉県記者発表資料



半島部の脆弱性

＜房総半島と能登半島における人口密度＞

メッシュ人口（500m）
5 10 20 50 100 200 400 600 800 1000 1500 2000 2500 3000

房総半島 能登半島

房総半島の脆弱性

○千葉県の南房総地域は、山あいに集落が点在し、奥能登地域と同様、アクセスする道路が限定
○災害時における主要拠点間のアクセス向上による、防災機能の改善・強化が重要

出典：R2国勢調査 27



災害時の成田空港の役割

出典：国土交通省資料

28

○成田空港は、「緊急輸送の拠点※1」となる空港
○特に、「航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保※2」のために重要な空港として位置づけ
〇羽田空港事故（R6.1.2）による滑走路閉鎖時は、成田空港が「ダイバート」や「テクニカルランディング」により対応

※1 緊急輸送の拠点機能
・発災後早期に救急・救命活動等の拠点機能
・発災後３日以内に、緊急物資・人員等の輸送受入機能

※2 航空ネットワークの維持、背後圏経済活動継続のための機能
地震災害発災後、３日を目途に民航機の運航を再開
（極力早期に通常時の50%に相当する輸送能力を確保）

※羽田空港事故発生当日（R6.1.2）実績

羽田空港

成田空港

■羽田空港事故時の成田空港の対応

23便受入
ダイバート

15便
燃料補給

テクニカル
ランディング

※R6.1.3～1.7 給油目的の便

○ダイバート： 当初目的地空港とは異なる空港へ着陸すること

○テクニカルランディング：燃料補給だけを目的とする寄航

■災害時に空港が果たした役割



北千葉道路と新湾岸道路の整備により期待される整備効果

○成田空港は貨物取扱量が全国１位、乗降客数は全国２位
○物流・人流とも都内との結びつきが最も強い一方、高規格道路の不足による平常時、災害時の課題が顕在
○成田空港の機能強化等による交通需要の増加や、激甚化する災害に対応した高規格道路ネットワークが必要

29

＜現 状＞

都心と千葉県湾岸地域を結ぶ高規
格道路は京葉道路と東関東自動車
道のみ
・成田空港発着車両の約７割が、
京葉道路と東関東自動車道を利用
・都心から成田空港までの経路で
渋滞が発生

＜見込まれる状況変化＞ ＜高規格道路ネットワークのあり方＞

県北部は東西方向の幹線道路が
不足

北千葉道路の未整備区間周辺は
渋滞損失時間が大きい

幹線道路の交通容量拡大と道路規
格を踏まえた適正な交通機能の分
担が必要
【千葉県湾岸地域】
新湾岸道路の整備
【県北部の東西方向】
北千葉道路の整備

・ルートの選択肢が増えることで、
特定の区間への交通集中を回避
・幹線道路の整備により、抜け道と
して利用されていた生活道路が転
換し、地域の安全性が向上

災害時のリダンダンシーの確保が
必要

都心から成田空港まで複数の高規
格道路で結ぶことにより、平常時・
災害時を問わず、安定した人・モノ
の流れを確保

東関東道が通行止めとなった場合、
成田空港からの高速道路迂回路は
常磐道方面のみ

災害時の円滑な物資の輸送や救急
医療活動の支援の妨げ

湾岸地域は千葉港の機能強化や

物流施設等の立地増加による交通需
要の増加

成田空港の機能強化やこれを契機と
した物流施設の立地増加等による
都心と成田空港間の交通需要の増加

千葉ニュータウンをはじめとする

県北西部では人口増加や物流施設
等の立地増加により交通需要が増加

風水害や雪害の激甚化・頻発化

首都直下地震等、大規模地震の発
生が、高い確率で想定



空港機能強化に対応した高規格道路ネットワークのあり方について

○北千葉道路と新湾岸道路の整備により、現状の高規格道路の課題や成田空港の機能強化へ対応
○圏央道（大栄～松尾横芝）等の整備と相まって複数の高規格道路ネットワークが有機的に機能し効果が最大化

アクアライン

CA

1 
K6

E51

C 4

E14

E14

E83

E1

E20

E17
E6C 3

C 2

E82

E65

B 

B 

千葉

宮野木
JCT

横浜

今後の機能強化により、
貨物・旅客のより一層
の増大が予想

圏央道

外環道

湾岸線

東名高速

関越道

常磐道

中央環状線

中央道

館山道

千葉東金道

京葉道

羽田線

湾岸線

新空港道北千葉道路

ৗ



ଡ଼

第三京浜

東関東道

令和8年度開通予定
※大栄JCT～国道296号IC(仮称)間は

1年程度前倒しでの開通を目指す

圏央道（大栄～松尾横芝）

3.4万台/日

4.3万台/日

8.1万台/日

10.4万台/日

7.1万台/日

5.6万台/日

4.1万台/日

2.2万台/日

11.5万台/日

0.5万台/日

1.1万台/日

1.1万台/日

10.7万台/日

8.8万台/日

9.6万台/日

4.7万台/日

6.6万台/日

7.8万台/日

5.2万台/日

羽田空港

成田空港

2.9万台/日

0.7万台/日

0.9万台/日

圏央道の開通で
南側からのアクセスが強化

2.8万台/日土日・祝日に上り線の
料金変動実施中 ※

4.6万台/日

東京
都心

出典：千葉県道路協議会（令和6年8月）資料※令和５年７月から、上り線（木更津→川崎方面）において、土日・祝日に時間に応じて料金を変動させる社会実験の取組を実施中

2車線4車線6車線以上

車線数

令和3年度一般交通量調査値

凡 例

平日24ｈ交通量

供用中

事業中

調査中

新湾岸道路の整備で
東関道・京葉道の負荷軽減

北千葉道路の整備で
東関道の代替路を確保
北関東地域からの移動時間短縮

令和６年８月30日令和6年度
第1回千葉県道路協議会資料再掲
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今後の進め方（案）について

令和６年度 第１回 千葉県道路協議会

・首都圏空港の機能強化を踏まえた高規格道路ネットワークのあり方
・今後の進め方

第１回 首都圏空港道路ネットワーク検討分科会

・配慮すべき検討上の課題整理
・整備効果の把握 等

・
・
・
・
・
・
・

○空港の機能強化を踏まえた、高規格道路ネットワークの基本方針

※首都圏空港の機能強化を踏まえた高規格道路ネットワークのあり方について、分科会で具体的な検討を実施
※成田空港周辺の一般道の整備計画について、別途新たな検討な場を設けて具体的な検討を実施

31

令和6年8月30日

令和6年9月3日

第２回 首都圏空港道路ネットワーク検討分科会

・空港の機能強化に伴い求められる高規格道路ネットワークのあり方 等

令和6年12月4日

関係団体よりヒアリング



【参考】２０５０年、WISENET（ワイズネット）の実現

出典：千葉県道路協議会（令和６年８月）資料

令和６年８月30日令和6年度
第1回千葉県道路協議会資料再掲
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空港・航空業界動向 空港間競争

アジア主要空港では大規模拡張プロジェクト進行中、極めて大きな取扱能力を計画 路線獲得競争の激化

2018年 ターミナル2供用
2023年 ターミナル2拡張、第4滑走路供用

（出典：各空港Webサイトや報道発表資料等より）

2019年 開港（滑走路４本）
計画値現状

79万回39万回年間発着回数

1億人6,800万人

5本3本滑走路数

計画値現状

時間値102回43万回年間発着回数

1億人7,470万人年間取扱旅客数
3本2本滑走路数

計画値現状

不明39万回年間発着回数

1.35億人6,563万人

3本2本滑走路数

計画値(長期)計画値(初期)

88万回62万回年間発着回数

1億人7,200万人

6本4本滑走路数

2017年 第5滑走路完成
2019年 サテライトターミナル供用
2025年 ターミナル3完成

計画値(2025年)現状

76万回50万回年間発着回数

1.2億人7,400万人

5本4本滑走路数

韓国 仁川空港

中国
香港空港

2029年 Ｂ滑走路延伸、Ｃ滑走路
新設

24時間
運用

24時間
運用

中国
北京大興空港

24時間
運用

2024年 北滑走路延伸、第3滑走路供
用、ターミナル2拡張、ターミナル3供用

2019年 大規模複合施設Jewel供用
2020年代半ば 第3滑走路(現 軍用)
の延伸および軍民両用化完了
2030年代半ば ターミナル5供用

計画値現状

50万回30万回年間発着回数

7,500万人4,318万人

３本２本滑走路数

日本 成田空港

中国
上海浦東空港

24時間
運用

旅客流動取り込みのチャンス

＋羽田空港の機能強化と合わせ
⇒首都圏空港100万回

シンガポール
チャンギ空港

24時間
運用

※「現状」は2018年度の数値

【参考】空港・航空業界の動向 空港間競争 令和6年9月3日 第1回
首都圏空港道路ネットワーク検討分科会資料再掲



【参考】首都圏空港で計画されている機能強化（成田空港）

34

8/26国家戦略特別区域諮問会議（第64回）
資料2「成田空港を核とした国際航空物流拠点機能強化について」より抜粋

【岸田総理 発言抜粋】

今回新たに、成田空港
を核とした国際航空物
流拠点機能の強化に
ついて、日本全体の競
争力強化の観点から、
国家プロジェクトとして
取組を加速してまいり
ます。

国土交通省を始め関
係省庁においては、地
元自治体と連携して、
国家戦略特区制度の
活用や関連インフラの
整備を含めて、総合的
な支援策を取りまとめ
てください。

令和6年9月3日 第1回
首都圏空港道路ネットワーク検討分科会資料再掲



羽田空港

【参考】羽田空港・成田国際空港への主な着陸経路

○羽田空港・成田空港へのアプローチは、北風時は、南東方向からの進入となる。

〇南風時は、羽田空港は東方向が多く、成田空港は北西方向からの進入となる。

○成田国際空港は、今後の空港機能強化により、発着回数のさらなる増加が見込まれる。

35出典：国土交通省ホームページ、「羽田空港飛行コースホームページ」、成田国際空港（株）ホームページ「成田空港環境コミュニティ」、国土地理院（https://www.gsi.go.jp/）

羽田空港

北風の時間帯が多い日の例（8/6） 南風時の例（8/13）

６０ ８０

１００

３２０

３３０

成田空港
成田空港

３６０

２７０

１３０ １３０

※各日の午前6時から午後11時の着陸経路を方向別に分類して模式化したものであり、数字及び線の幅は概ねの該当便数を表す。

羽田空港への

主な着陸経路

成田空港への

主な着陸経路

木更津市

君津市

鴨川市

横芝光町

芝山町

多古町

市川市

鎌ケ谷市

成田市

千葉市

令和6年9月3日 第1回
首都圏空港道路ネットワーク検討分科会資料再掲



成田空港

羽田空港

２６０

２７０３２０

成田空港

羽田空港

３４０

１４０ ２４０

１８０

【参考】羽田空港・成田国際空港からの主な離陸経路
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○羽田空港からの離陸は、北風時は北東・南東・北西方向、南風時は南西・南東方向となる。

〇成田空港からの離陸は、北風時は北西方向、南風時は南東方向となる。

北風の時間帯が多い日の例（8/6） 南風時の例（8/13）

羽田空港からの

主な離陸経路

成田空港からの

主な離陸経路

出典：国土交通省ホームページ、「羽田空港飛行コースホームページ」、成田国際空港（株）ホームページ「成田空港環境コミュニティ」、国土地理院（https://www.gsi.go.jp/）

※各日の午前6時から午後11時の着陸経路を方向別に分類して模式化したものであり、数字及び線の幅は概ねの該当便数を表す。

船橋市

習志野市

令和6年9月3日 第1回
首都圏空港道路ネットワーク検討分科会資料再掲


